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《和文抄録》

目的：知的障害児を対象とした福祉型障害児入所施設における看護職員配置施設の看護職員の人員配置
やその役割、実践の現状と課題を明らかにする。

方法：全国 223 カ所の上記施設の看護職員の統括者を対象に記銘自記式質問衹を郵送し、85 施設（回収
率 38.1％）、141 名（2012 年社会福祉施設等基礎調査による知的障害児施設の看護職員数 151 名
に対する回答者率 93.3％）の回答を分析した。

結果：常勤看護師の総数 89 名（63.1％）。常勤が２人以上配置の看護師 59 名（41.8％）と、50 代女性 63
名（44.6％）が最も多く、主な看護内容は、状態観察、通院、情報交換、衛生管理、服薬取寄せ・
配薬、行事参加が 8 割以上である。52 件の自由記述は、Berelson の内容分析にて、207 記録単位
に分割。看護職員の強みカテゴリ 17、課題カテゴリ 24 が形成され、70％以上の一致率であった。

結論：看護職員の年代別、職種、就業形態別の特徴や、主な看護内容が明らかにされた。また、看護職
員の深刻な人員不足や 2 人以上の常勤看護職員の配置が望まれる状況、看護職員の強みと課題が
対照的な 10 の特徴について示唆を得た。
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Ⅰ . はじめに
　知的障害の児童を対象とした障害児入所支援
については、2012（平成 24）年４月、根拠規定
が児童福祉法に一本化され、障害の重複化等を
踏まえて、「福祉型障害児入所施設」に再編され
た 1）。知的障害児を対象とした施設における障害
の重複等の状況については、日本知的障害者福
祉協会「平成 23 年度全国知的障害児施設実態調
査報告調査」によると、調査対象の 234 施設中、
166 施設（回収率 70.3%）の約半数の入所者は、
発達障害や身体障害などの重複障害があると報
告されている 2）。
　障害の重複や虐待等により、服薬管理などの医
療行為及び健康管理の必要な児童に対する支援
体制の強化を図るため、2010（平成 22）年より、
障害児施設措置費による１名分の医行為等を担当
する看護職員の配置加算が設けられ 3）、厚生労働
省の「平成 23 年社会福祉施設等基礎調査」によ
ると、全国 225 カ所の知的障害児施設の中で 151
名の看護職員が福祉型障害児入所施設に人員配置
されている実態があり 4）、福祉型障害児入所施設
における看護職員の役割は欠かすことができない
状況になっている。
　しかし、福祉型障害児入所施設に対する人員配
置や設備については、従来の最低基準及び指定基
準が踏襲され、看護職員の人員配置が必置として
規定されていない現状 5）があり、看護師配置加
算により看護職員の配置が行われている施設や併
設の障害者支援施設と連携し、兼務として看護職
員を配置している施設、また、全く看護職員が配
置されていない施設もある。
　さらに、知的障害児を対象とした福祉型障害児
入所施設における看護職員配置施設の看護職員の
人員配置やその役割、実践の現状と課題について
の研究は皆無であり、その詳細な実態については
現在、明らかにされていない現状がある。
　以上から本研究は、研究者の専門領域である知
的障害児を対象とした福祉型障害児入所施設にお
ける看護職員配置施設の看護職員の人員配置やそ
の役割、実践の現状と課題を明らかにすることを

目的とした。

Ⅱ . 用語の定義
１．看護職員

本研究における看護職員とは、保健師助産師
看護師法において、傷病者若しくはじよく婦に
対する療養上の世話又は診療の補助を行うこと
を業とする「保健師」「助産師」「看護師」「准
看護師」とする。
２．福祉職員

本研究における福祉職員とは、児童福祉施設
の設備及び運営に関する基準において、生活指
導及び学習指導、入所支援計画の作成、児童と
起居を共にする「児童指導員」。または、専門
的知識及び技術をもつて、児童の保育及び児童
の保護者に対する保育に関する指導を行うこと
を業とする「保育士」とする。
３．医療的ケア

本研究における医療的ケアとは、平成 17
（2005）年厚生労働省（2005）による「医師法
17 条、歯科医師法 17 条及び保健師助産師看護
師法 31 条の解釈について」の通達により「原
則として医行為ではないと考えられるもの」と
して、①体温計による測定②自動血圧計による
血圧測定③新生児以外、入院の必要のない動脈
血酸素飽和濃度測定のパルスオキシメーター装
着④軽微な傷や火傷の手当て、ガーゼ交換⑤入
院外、医師や看護師の観察の必要がない、使用
に専門的配慮が要らない軟膏・座薬の挿入、一
包化された内服薬の内服⑥異常がない爪の爪切
り⑦重度の歯周病のない口腔の清掃⑧ストマの
排泄物を捨てる（パウチ交換は除く）⑨耳垢の
除去（耳垢塞栓の除去を除く）⑩自己導尿のカ
テーテル準備や体位の保持⑪市販のディスポ浣
腸器の浣腸の 11 項目が列挙されている。しか
し、病状が不安定の場合は、看護職員や病医院
の医師による判断が重要である医行為として補
則されている。そのため、本研究では、福祉職
員が利用者に、内服薬の介助、軟膏塗布・湿布
の貼布、爪切り点眼、座薬挿入、血圧測定、摘
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便、浣腸を行う行為を医療的ケアの範囲として
用いた。また、喀痰吸引や経管栄養の医療的ケ
アについては対象外とした。

Ⅲ . 研究方法
１．研究デザイン

本研究における研究デザインは、記名自記式
質問紙にて返信用封筒を用いた個別投函による
郵送回答による郵送調査法を用い、「看護職員
の職員配置の有無」について二項選択法、「看
護職員配置施設における看護職員の総数、職種、
勤務形態、就業形態、年代、性別の人数」「看
護職員配置施設における看護職員が現在実施し
ている看護内容」について黒沢らの実践報告 6）

をもとに多肢選択法などの回答法を用いた量
的記述的研究である。さらに、「看護職員の配
置に関する現状の強みや課題」について自由回
答に対する回答法を用いた質的帰納的研究であ
る。
２．調査の対象

調査対象施設は、全国の知的障害児を対象と
した福祉型障害児入所施設であり、2012（平成
24）年３月 30 日現在の社会福祉施設等基礎調
査 225 カ所のうち、「全国知的障害関係施設・
事業所名簿 2013」7）に記載のある自閉症児施
設を除く 223 カ所とした。また、調査対象者と
して、全国の知的障害児を対象とした福祉型障
害児入所施設に所属する看護師や保健師などの
看護職員の統括者とした。調査期間は、2014（平
成 26）年 10 月 1 日から 10 月 31 日である。
３．分析方法

量的記述的研究における、「看護職員の職員
配置の有無」および、「看護職員配置施設にお
ける看護職員の総数、職種、勤務形態、就業形
態、年代、性別の人数」「看護職員配置施設に
おける看護職員が現在実施している看護内容」
における選択的回答を集計し、記述統計値を算
出した。また、質的帰納的研究における「看護
職員の配置に関する現状の強みや課題」に対
する自由回答については、舟島 8）が提唱する

Berelson の内容分析を用い、「カテゴリ」とし
て分類した。カテゴリの信頼性については、質
的研究の経験があり、福祉や看護の臨床経験を
持つ看護学の研究者２名により、カテゴリ分類
への一致率を Scott、W.A. の式に基づき算出し、
分析結果の信頼性を確保した。

表１　調査票の調査項目
問 調査項目
問 1 看護職員の職員配置の有無について

問 2

施設における職員配置について
（1） 年代、性別の人数について（図 1）
（2） 看護師の就業形態（図 1）
（3） 現在実施している看護内容について（図 2）

（4） 看護職員の配置に関する現状の強みや課題
（自由記述）について（表 2、表 3）

４．倫理的配慮
本研究は、対象者に研究の目的・意義・方法、

研究参加への自由意思などについて文書で説明
し、質問紙の回答と返送をもって同意が得られ
たものとみなした。なお、本研究の実施にあたっ
ては、人間総合科学大学大学倫理審査委員会第
424 号の承認を受けた。

Ⅳ．結果
１．調査票の有効回答数

調査票の回収率は、調査を依頼した 223 施設
のうち、101 施設（回収率 45.2％）であり、うち、
看護職員の配置がない 13 施設や休園中の対象
非該当施設と調査票の回答項目に不備がみられ
た 3 施設を除く、85 施設を有効回答（有効回
答率 38.1％）として、本研究の分析対象とした。
２．看護職員の職員配置の有無

回収された調査票 101 施設のうち、看護職員
の統括者の回答は 85 施設であり、有効回答の
施設の看護職員数は 141 名であった。2012 年
社会福祉施設等基礎調査での知的障害児施設の
看護職員数 151 名と比較すると 93.3％の回答者
率を得た。
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３．分析対象の統括者の属性
有効回答が得られた分析対象施設は、85 施

設（有効回答率 38.1％）であり、分析対象施設
における看護職員の統括者の役職の内訳とし
て、統括者の役職の記載がみられない、「不明」
の施設は 52 施設（61.2％）であり、次いで統
括者の役職名よりが明らかに看護職員であるこ
とがわかる（以下 22 施設；25.9％）、「看護師」 
10 施設（11.8％）、「主任看護師」２施設（以下、
各 2.4％）、「保健師」２施設、「児童看護師」１
施設（以下、各 1.2％）、「主査」１施設、「主任
看護技師」１施設、「診察室リーダー」１施設、

「チーフ」１施設、「看護師長」１施設、「副看
護師長」１施設、「保健主査」１施設である。

一方で、統括者の役職名より看護職員である
ことが不明な（以下 11 施設；12.9％）、「課長」
２施設（以下、各 2.4％）、「施設長」２、「施設、
副園長」２施設、「管理課長」１施設（以下、
各 1.2％）、「サービス管理責任者」１施設、「支
援課長」１施設、「第一係長」１施設、「係長」
１施設より回答があり、看護職員の統括者とし
て疑わしく思われたが回答内容に不備はみられ
なかったため有効回答とした。
４．看護職員配置施設における看護職員の総数、

職種、勤務形態、就業形態、年代、性別の
人数

１）看護職員配置施設における看護職員の総
数と勤務形態別の人数
看護職員配置施設の看護職員の総数の有

効回答数は 141 名であり、勤務形態別の内
訳は、常勤で２人以上配置の施設の看護
職員は 70 名（49.6％）。非常勤で２人以上
配置の施設の看護職員は 15 名（10.6％）。
常勤で１人配置の施設の看護職員は 40 名

（28.3％）。非常勤で１人配置の施設の看護
職員は 16 名（11.3％）である。

２）看護職員配置施設における看護職員の職
種、就業形態別の人数
看護職員配置施設の看護職員の総数 141

名中、看護職員の職種、就業形態別の内訳

は次の通りである。
①正職員の看護師の総数は 89 名（63.1％）

であり、常勤で２人以上配置が 59 名
（41.8％）。常勤で１人配置が 30 名（21.2％）
である。②正職員の准看護師の総数は 13
名（9.2％）であり、常勤で２人以上配置が
９（69.2％）。常勤で１人配置が４名（30.7％）
である。③正職員の保健師の総数は８名

（5.6％）であり、常勤で２人以上配置が２
名（25.0％）。常勤で１人配置が６名（75.0％）
である。④常勤的非常勤の看護師の総数は
15 名（10.6％）である。非常勤で２人以上
配置が９名（6.0％）。非常勤で１人配置が
６名（4.0％）である。⑤常勤的非常勤の
准看護師の総数は７名（4.9％）であり、非
常勤で２人以上配置が２名（28.5％）。非
常勤で１人配置の施設の看護師の人数が５
名（71.4％）である。⑥常勤的非常勤の保
健師の総数は０名である。⑦短時間非常勤
の看護師の総数は７名（4.9％）であり、非
常勤で２人以上配置が３名（42.8％）。非
常勤で１人配置の施設の看護師の人数が４
名（57.1％）である。⑧短時間非常勤の准
看護師の総数は２名（1.4％）であり、非
常勤で２人以上配置が１名（50.0％）。非常
勤で１人配置の施設の看護師の人数が１名

（50.0％）である。⑨短時間非常勤の保健師
の総数は０名である。

３）看護職員の年代、性別の勤務形態、就業
形態の人数（図 1）
看護職員配置施設の看護職員の総数 141

名中、看護職員の年代、性別の勤務形態、
就業形態の内訳は次の通りである。

① 20 代の女性の総数は３名（2.1％）で
あり、常勤で２人以上配置が１名（33.3％）。
常勤で１人配置が２名（66.6％）である。
また、男性の総数は０名である。

② 30 代の女性の総数は 13 名（9.2％）で
あり、常勤で２人以上配置が６名（46.1％）。
常勤で１人配置が４名（30.7％）。非常勤
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で２人以上配置が２名（15.3％）。非常勤
で１人配置の施設の看護師の人数が１名

（7.6％）である。また、男性の総数は３名
（2.1％）であり、常勤で２人以上配置が２
名（66.6％）。常勤で１人配置が１名（33.3％）
である。

③ 40 代の女性の総数は 37 名（26.2％）
で あ り、 常 勤 で ２ 人 以 上 配 置 が ９ 名

（24.3％）。常勤で１人配置が 12 名（32.4％）。
非常勤で２人以上配置が３名（8.1％）。非
常勤で１人配置の施設の看護師の人数が３
名（8.1％）である。また、男性の総数は５
名（3.5％）であり、常勤で２人以上配置
が１名（20.0％）。常勤で１人配置が４名

（80.0％）である。
④ 50 代の女性の総数は 63 名（44.6％）

であり、常勤で２人以上配置が 36 名

（57.1％）。常勤で１人配置が 14 名（22.2％）。
非常勤で２人以上配置が６名（9.5％）。非
常勤で１人配置の施設の看護師の人数が７
名（11.1％）である。また、男性の総数は
３名（2.1％）であり、常勤で２人以上配
置が２名（66.6％）。常勤で１人配置が１名

（33.3％）である。
⑤ 60 代の女性の総数は 13 名（9.2％）で

あり、常勤で２名以上配置が３名（23.0％）。
常勤で１名配置が２名（15.3％）。非常勤
で２人以上配置が３名（23.0％）。非常勤
で１人配置の施設の看護師の人数が５名

（38.4％）である。また、男性の総数は０名
である。

⑥ 70 代の女性の総数は１名（7.0％）で
あり、非常勤で２人以上配置が１名（100％）
である。また、男性の総数は０名である。
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５．看護職員配置施設における看護職員が現在
実施している看護内容（図２）

１）常勤や非常勤の看護職員が２人以上配置
の施設と、常勤や非常勤の看護職員が１
人配置の施設ともに看護職員が８割以上
実施している看護内容
集計結果から主に、「１. 施設内巡回」、

「３. 医師診察時の付き添い」、「４. 施設外
の病院などの医療機関の通院」、「５. 福祉
職員とのカンファレンス」、「６. 医療機関
との連絡相談」、「12. 衛生対策の実施」、「14.
服薬取り寄せ」、「15. 服薬配薬」、「16. 予防
接種の実施補助」、「17. 施設内、健康診断
の実施」、「19. 施設行事の参加」である。

２）看護職員が２人以上の常勤の配置施設に
おける看護職員が８割以上実施している
１）以外の看護内容
集計結果から主に、「10. 施設内の勉

強会の実施」82.8％、「９. 看護計画の立
案」81.3％である。また、看護職員が２
人配置の非常勤の施設では「10. 施設内の
勉強会の実施」76.9%、「９. 看護計画の立

案」15.4％である。一方で、看護職員が
１人配置の常勤の施設では「10. 施設内の
勉強会の実施」67.5%、「９. 看護計画の立
案」17.5％、看護職員が１人配置の非常勤
の施設では「10. 施設内の勉強会の実施」
53.3%、「９. 看護計画の立案」33.3％であり、
２人以上の常勤の配置施設が最も多く実施
している。

３）看護職員が２人以上の非常勤の配置施設
における看護職員が８割以上実施してい
る１）以外の看護内容
集計結果から主に、１）以外の看護内容

はみられなかった。
４）看護職員が１人配置の常勤の施設におけ

る看護職員が８割以上実施している１）
以外の看護内容
集計結果から主に、「13. 利用者家族との

連絡」82.5％である。一方で、看護職員が
２人以上の常勤の配置施設では 62.5% であ
り、看護職員が２人以上の非常勤の配置施
設では 69.2%. 看護職員が１人配置の非常勤
の施設では 60.0% であり、１人配置の常勤
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の施設が最も多く実施している。
５）看護職員が１人配置の非常勤の施設に

おける看護職員が８割以上実施している
１）以外の看護内容
集計結果から主に、１）以外の看護内容

はみられなかった。

６．看護職員の配置に関する現状の強みや課題
について

１）強み
調査票の有効回答 85 施設の看護職員

の統括者の回答のうち、30 施設（回収率
35.2％）より自由記述の回答があり、30 件
の記述を有効回答とした。

①対象者の特性は、記録単位数 96 件の
うち、常勤で２人以上配置の施設の看護
職員の回答は 16 件（16.7%）、非常勤で２
人以上配置の施設の看護職員の回答は 16
件（16.7%）、常勤で１人配置の施設の看
護職員の回答は 48 件（50.0%）、非常勤で
１人配置の施設の看護職員の回答は 16 件

（16.7%）である。看護職員配置施設の勤務
形態別の回答については、常勤で１人配置
の施設の看護職員の回答が最も多くみられ
た。

②看護職員配置施設の「強み」を表すカ
テゴリは、30 件の回答を、96 記録単位に
分割し、44 の同一記録単位群（サブカテゴ
リ）が形成され、17 のカテゴリに分類でき
た。なお、【　】内はカテゴリ、＜　＞内
は記録単位の記述を表す。
　【１．看護師間の連携】は、＜毎月１回
看護師会議を行い、情報交換や事業の段取
り、勉強会などを医療スタッフで行ってい
る。看護師が福祉施設内で孤軍奮勝となら
ず安心する＞等の記述である。【２．看護
職員の複数配置】は、＜配置人数が１名で
あったが、１名増となり２名で業務を行っ
ている。週休を重ならないようにとること
で 365 日日勤業務のみだが看護職員の不在

日がない＞等の記述である。【３．衛生管理】
は、＜感染症が発生した時、適切に対応が
とれる＞等の記述である。【４．予防・健
康管理】は、＜医務室配置では全体を把握
することができ、入所者全員の健康管理が
できる＞等の記述である。【５．安全管理・
安心感】は、＜発達障害児の日常の安全管
理に努めている＞等の記述である。【６．
通院業務】は、＜通院回数も多く、特に看
護師がその役割を担っている＞等の記述で
ある【７．休日夜間緊急時の対応】は、＜
夜間や休日の怪我や急病の対応＞等の記述
である。【８．関連機関との連携】は、＜
学校への申し送りの窓口が明確である＞等
の記述である。【９．障害の高齢化・重複
化の対応】は、＜障害の重複化があり、関
連機関とのパイプ役に約立つ＞等の記述で
ある。【10．福祉職員との連携】は、＜一
年間を通じ看護職員が勤務しているので、
福祉職員に対して医務的なサポートが行い
やすいことが強み＞等の記述である。【11．
医療知識の教育】は、＜医療の知識の普及
に役立つ＞等の記述である。【12．医療的
ケア・診療の補助業務】は、＜諸症状に対
して専門職としての判断ができ、適切な対
応ができる＞等の記述である。【13．服薬・
薬品管理】は、＜投薬など、専門的な知識
はかかせない＞等の記述である。【14．医
師との連携】は、＜医療機関の医師との病
気理解をし、連携をとることができる＞等
の記述である。【15．医療機関との連携】は、
＜医療機関との連絡がスムーズにできるこ
と＞等の記述である。【16．医療的ケア・
診療の補助業務の必要性の判断】は、＜日
常に合わせた治療など、本人に合わせた
具体的な支援が展開できる＞等の記述であ
る。【17．家族との信頼関係】は、＜保護
者対応がしやすい＞等の記述である。

③カテゴリの信頼性は、２名によるカテ
ゴリ分類の一致率は 100％、90％であり、



－ 62 －

17 のカテゴリの信頼性を確保していること
を示した。

２）課題
調査票の有効回答 85 施設の看護職員

の統括者の回答のうち、41 施設（回収率
48.2％）より自由記述の回答があり、41 件
の記述を有効回答とした。

①対象者の特性は、記録単位数 111 件の
うち、常勤で２人以上配置の施設の看護職
員の回答は 20 件（18.0%）、非常勤で２人

以上配置の施設の看護職員の回答は 10 件
（9.0%）、常勤で１人配置の施設の看護職員
の回答は 77 件（69.4%）、非常勤で１人配
置の施設の看護職員の回答は４件（3.6%）
である。看護職員配置施設の勤務形態別の
回答については、常勤で１人配置の施設の
看護職員の回答が最も多くみられた。

②看護職員配置施設の「課題」を表すカ
テゴリは、41 件の回答を、111 記録単位に
分割し、49 の同一記録単位群（サブカテゴ

表２　問２（４）看護職員の配置に関する現状の強みや課題（強み）n=30

カテゴリ 記録単位数
（％）

記録単位数の内訳
看護職員 2 人以上

配置：常勤（％）
看護職員 2 人以上
配置：非常勤（％）

看護職員 1 人
配置：常勤（％）

看護職員 1 人
配置：非常勤（％）

【1】 看護師間の連携 2
（2.1%）

1
（50.0%）

0
（0.0%）

1
（50.0%）

0
（0.0%）

【2】 看護職員の複数配置 6
（6.3%）

2
（33.3%）

1
（16.7%）

3
（50.0%）

0
（0.0%）

【3】 衛生管理 3
（3.1%）

0
（0.0%）

1
（33.3%）

2
（66.7%）

0
（0.0%）

【4】 予防・健康管理 14
（14.6%）

4
（28.6%）

1
（7.1%）

6
（42.9%）

3
（21.4%）

【5】 安全管理・安心感 4
（4.2%）

1
（25.0%）

0
（0.0%）

3
（75.0%）

0
（0.0%）

【6】 通院業務 7
（7.3%）

1
（14.3%）

2
（28.6%）

3
（42.9%）

1
（14.3%）

【7】 休日夜間緊急時の対応 7
（7.3%）

1
（14.3%）

2
（28.6%）

3
（42.9%）

1
（14.3%）

【8】 関連機関との連携 2
（2.1%）

0
（0/0%）

0
（0.0%）

2
（100%）

0
（0.0%）

【9】 障害の高齢化・重複化の対応 2
（2.1%）

1
（50.0%）

0
（0.0%）

1
（50.0%）

0
（0.0%）

【10】 福祉職員との連携 15
（15.6%）

2
（13.3%）

4
（26.7%）

8
（53.3%）

1
（6.7%）

【11】 医療知識の教育 1
（1.0%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

1
（100%）

0
（0.0%）

【12】 医療的ケア・診療の補助業務 7
（7.3%）

2
（28.6%）

0
（0.0%）

2
（28.6%）

3
（42.9%）

【13】 服薬・薬品管理 6
（6.3%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

3
（50.0%）

3
（50.0%）

【14】 医師との連携 6
（6.3%）

0
（0.0%）

2
（33.3%）

1
（16.7%）

3
（50.0%）

【15】 医療機関との連携 6
（6.3%）

0
（0.0%）

2
（33.3%）

4
（16.7%）

0
（0.0%）

【16】 医療的ケア・診療の補助業務の
必要性の判断

6
（6.3%）

0
（0.0%）

1
（16.7%）

4
（66.7%）

1
（16.7%）

【17】 家族との信頼関係 2
（2.1%）

1
（50.0%）

0
（0.0%）

1
（50.0%）

0
（0.0%）

記録単位総数 96
（100.0%）

16
（16.7%）

16
（16.7%）

48
（50.0%）

16
（16.7%）
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リ）が形成され、24 のカテゴリに分類でき
た。なお、[　] 内はカテゴリ、＜　＞内は
記録単位の記述を表す。
　[ １．１名の看護職員配置 ] は、＜同業者
がいない＞等の記述である。[ ２．少人数
の専門職集団 ] は、＜施設に看護職員が少
ない＞等の記述である。[ ３．看護職員の
確保が困難 ] は、＜田舎のため看護師がみ
つからない＞等の記述である。[ ４．予防・
健康管理 ] は、＜感染予防対策など、手が
まわらない＞等の記述である。[ ５．衛生
管理 ] は、＜他職員との連携や衛生管理な
どの業務と年間 300 件を超える通院の業務
を３名でやるのは負担が大きい＞等の記述
である。[ ６．通院業務 ] は、＜通院等で
施設を空けることが多い＞等の記述であ
る。[ ７．宿直業務 ] は、＜宿直が４－５
回／月ある＞等の記述である。[ ８．休日
夜間緊急時の対応 ] は、＜公休の場合オン
コールになるたび労働増になる＞等の記述
である。[ ９．障害の高齢化・重複化の対
応は、＜年々重複化が進み利用者一人一人
の課題が多く重さを感じる＞等の記述であ
る。[10．福祉職員との意思疎通 ] は、＜人
数の多い介護職の意見が強く、看護師の思
いが伝わらない＞等の記述である。[11．福
祉職員との連携 ] は、＜すべてにおいて協
力的に情報交換出来ない事もある＞等の記
述である。[12．福祉職員に対する医学知識
や医療的ケアの指導 ] は、＜医療的、専門
的知識を福祉職員に注意すべきポイントや
配所が必要な点などをその都度レクチャー
する。一時的なものとしてしか伝わらず、
積み上げられない＞等の記述である。[13．
看護職員が不在時の医療的ケアは、＜休
日、夜間は施設内に看護職がいないため、
保育士の負担が大きくなる＞等の記述であ
る。[14．リスクマネジメント ] は、＜支
援員との薬に対する意識の差が投薬ミスを
抱いている＞等の記述である。[15．医療

的ケア・診療の補助業務 ] は、＜医師の指
示や医療行為の限界である＞等の記述であ
る。[16．服薬管理 ] は、＜定期薬服薬者数
が多く。一人一人の服薬数も多く複数の診
療科からの薬の取り寄せ、仕分け、配薬業
務が他の業務を圧迫していた＞等の記述で
ある。[17．医師不足 ] は、＜医師もおらず、
看護師が治療的なことを行うこともあり、
いいのかなと不安＞等の記述である。[18．
医療的ケア・診療の補助業務の必要性の相
談 ] は、＜業務内容は十分１人でこなせる
が、困った時の相談相手がいない＞等の記
述である。[19．医療対応の必要性の判断 ]
は、＜突発的に起こる通院対応は、必要性
の判断、対応を迅速かつ適切に行うため、
専門的知識が必要＞等の記述である。[20．
看護計画の立案・看護業務の評価 ] は、＜
日々の業務に追われ看護計画に立案が今後
必要＞等の記述である。[21．事務業務 ]は、
＜事務仕事などのデスクワークもあるので
時間がいくらあっても足りない＞等の記述
である。[22．複数事業所の兼務 ] は、＜児
童施設と高齢者の生活介護通所の事業者を
兼務し時間の余裕は全くない＞等の記述で
ある。[23．看護業務の経験の不足 ] は、＜
病棟での経験が少ない＞等の記述である。
[24．知的障害児や障害児施設に対する知識
や技術の不足 ] は、＜施設に関する知識が
不足。必要な知識、技術を補えるような環
境が必要である＞等の記述である。

③カテゴリの信頼性は、２名によるカテ
ゴリ分類の一致率は 70％、70％であり、24
のカテゴリの信頼性を確保していることを
示した。



－ 64 －

表３　問２（４）看護職員の配置に関する現状の強みや課題（課題）n=41

カテゴリ 記録単位数
（％）

記録単位数の内訳
看護職員 2 人以上
配置：常勤（％）

看護職員 2 人以上
配置：非常勤（％）

看護職員 1 人
配置：常勤（％）

看護職員 1 人
配置：非常勤（％）

[1] 1 名の看護職員配置 21
（18.9%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

20
（95.2%）

1
（4.8%）

[2] 少人数の専門職集団 3
（2.7%）

3
（100%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

[3] 看護職員の確保が困難 6
（5.4%）

2
（33.3%）

2
（33.3%）

2
（33.3%）

0
（0.0%）

[4] 予防・健康管理 2
（1.8%）

1
（50.0%）

0
（0.0%）

1
（50.0%）

0
（0.0%）

[5] 衛生管理 1
（0.9%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

1
（100%）

0
（0.0%）

[6] 通院業務 4
（3.6%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

4
（100%）

0
（0.0%）

[7] 宿直業務 1
（0.9%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

1
（100%）

0
（0.0%）

[8] 休日夜間緊急時の対応 8
（7.2%）

3
（37.5%）

0
（0.0%）

5
（62.5%）

0
（0.0%）

[9] 障害の高齢化・重複化の対応 7
（6.3%）

2
（28.6%）

0
（0.0%）

5
（71.4%）

0
（0.0%）

[10] 福祉職員との意思疎通 2
（1.8%）

1
（50.0%）

0
（0.0%）

1
（50.0%）

0
（0.0%）

[11] 福祉職員との連携 7
（6.3%）

1
（14.3%）

1
（14.3%）

5
（71.4%）

0
（0.0%）

[12] 福祉職員に対する医学知識や
医療的ケアの指導

3
（2.7%）

0
（0.0％）

0
（0.0％）

3
（100%）

0
（0.0％）

[13] 看護職員が不在時の医療的ケア 2
（1.8%）

0
（0.0％）

0
（0.0％）

2
（100%）

0
（0.0％）

[14] リスクマネジメント 2
（1.8%）

1
（50.0%）

0
（0.0％）

1
（50.0%）

0
（0.0％）

[15] 医療的ケア・診療の補助業務 8
（7.2%）

0
（0.0％）

1
（12.5%）

7
（87.5%）

0
（0.0％）

[16] 服薬管理 1
（0.9 %）

0
（0.0％）

1
（100%）

0
（0.0％）

0
（0.0％）

[17] 医師不足 3
（2.7%）

1
（33.3%）

1
（33.3%）

1
（33.3%）

0
（0.0％）

[18] 医療的ケア・診療の補助業務
の必要性の相談

7
（6.3%）

0
（0.0％）

0
（0.0％）

6
（85.7%）

1
（14.3%）

[19] 医療対応の必要性の判断 9
（8.1%）

2
（22.2%）

2
（22.2%）

4
（44.4%）

1
（11.1%）

[20] 看護計画の立案・看護業務の
評価

3
（2.7%）

0
（0.0%）

2
（66.7%）

1
（33.3%）

0
（0.0%）

[21] 事務業務 1
（0.9%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

1
（100%）

0
（0.0%）

[22] 複数事業所の兼務 3
（2.7%）

2
（66.7%）

0
（0.0%）

1
（33.3%）

0
（0.0%）

[23] 看護業務の経験の不足 2
（1.8%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

2
（100%）

0
（0.0%）

[24] 知的障害児や障害児施設に対
する知識や技術の不足

5
（4.5%）

1
（20.0%）

0
（0.0%）

3
（60.0%）

1
（20.0%）

記録単位総数 111
（100.0%）

20
（18.0%）

10
（9.0%）

77
（69.4%）

4
（3.6%）
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Ⅴ . 考察
　福祉型障害児入所施設における看護職員の実態
として、看護職員の実践の現状と課題として以下
の特徴が挙げられる。
１．看護職員配置施設における看護職員の職種、
勤務形態、就業形態、年代、性別の人数の
特徴

１）看護職員配置施設における看護職員の職
種、就業形態別の特徴
看護職員の職種、就業形態別の人数は、

89 名（63.1％）が常勤看護師として配置さ
れ、中でも、常勤で２人以上配置の看護師
の人数が 59 名（41.8％）であり、最も多く
みられた。

２）看護職員配置施設における看護職員の年
代別の特徴
看護職員の年代別では 50 代女性が 63 名

（44.6％）であり、次いで 40 代女性が 37 名
（26.2％）である。しかし、60 代の女性は
13 名（9.2％）であり、60 代を境に急激に
人員が減少している。現在、40 代の女性は
37 名（26.2％）、男性は５名（3.5％）であ
るが、現在の 50 代の人員の半数であるこ
とから、今後、10 年後の看護職員の確保が
深刻な状況に陥る可能性があることが伺わ
れる。

２．知的障害児を対象とした福祉型障害児入所
施設における看護職員配置施設における看
護職員が現在実施している看護内容の特徴

１）看護職員配置施設の看護職員に共通した
主な看護内容
看護職員配置施設の看護職員の主な看護

内容は、常勤や非常勤の看護職員が 2 人以
上配置の施設と、常勤や非常勤の看護職員
が１人配置の施設ともに「１. 施設内巡回」、

「３. 医師診察時の付き添い」、「４. 施設外
の病院などの医療機関の通院」、「５. 福祉
職員とのカンファレンス」、「６. 医療機関
との連絡相談」、「12. 衛生対策の実施」、「14.
服薬取り寄せ」、「15. 服薬配薬」、「16. 予防

接種の実施補助」、「17. 施設内、健康診断
の実施」、「19. 施設行事の参加」であった。

２）看護職員配置施設の看護職員の就業形態
や配置人数により特徴的な看護内容

①看護職員配置施設の看護職員が２人以上
の常勤の配置施設におけるより特徴的な
看護内容

看護職員が 2 人配置の非常勤の施設や
看護職員が 1 人配置の施設よりも、看護
計画の立案、病気の理解や感染症対策の
勉強会の実施などの施設内の看護職員の
専門業務が多く実施されていることか
ら、看護職員による看護過程を用いた専
門的な看護を活用し、知的障害児に対す
る QOL をより高める看護を行うために
は、福祉職員との連携は欠かすことがで
きず、看護職員の人員配置は、２人以上
の常勤看護職員の配置が望ましいと伺わ
れる。

②看護職員配置施設における、看護職員が
1 人配置の常勤の施設におけるより特徴
的な看護内容
「13. 利用者家族との連絡」82.5％であ
り、看護職員が１人配置の非常勤の施設
や看護職員が２人以上の常勤や非常勤の
配置施設よりも積極的に利用者家族と連
絡、相談などを行いながら看護を実施し
ている傾向が伺われた。

３．看護職員の配置に関する現状の強みや課題
における特徴
強みとして 30 件の回答から 17 カテゴリが

明らかになり、また、課題として 41 件の回
答から、24 カテゴリが明らかになり、強み
と課題が対照している 10 の特徴や、その他
の強みと課題について示唆を得た。

①看護職員の人員に関する対照的な強みと
課題として、強みのカテゴリ【1】【2】より「看
護職員の複数人員により看護職員間の連携が
できる」ことが示されたが、課題のカテゴリ[1] 
[2] [3] より「看護職員の少数人員や人材不足」
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である点も示された .
②衛生、予防、健康管理に関する対照的な

強みと課題として、強みのカテゴリ【3】【4】
【5】より「衛生、予防、健康管理ができ、安
心感を与えることができる」ことが示された
が、課題のカテゴリ [4] [5] より「看護職員の
少数人員や人材不足により予防、衛生、健康
管理が困難」である点も示された。

③通院業務に関する対照的な強みと課題と
して、強みのカテゴリ【6】より「医療機関
への通院業務ができる」ことが示されたが、
課題のカテゴリ [6] より「看護職員の少数人
員や人材不足により通院業務が困難」である
点も示された。

④緊急時の対応に関する対照的な強みと課
題として、強みのカテゴリ【7】より「緊急
時の対応ができる」ことが示されたが、課題
のカテゴリ [7] [8] より「宿直業務や緊急時の
対応に苦慮している」点も示された。

⑤障害児の障害の高齢化や重複化に関する
対照的な強みと課題として、強みのカテゴリ

【8】【9】より「関連機関と連携しながら障害
の高齢化や重複化に対して対応できる」こと
が示されたが、課題のカテゴリ [9] より「障
害の高齢化、重複化の対応に苦慮している」
である点も示された。

⑥福祉職員との連携に関する対照的な強み
と課題として、強みのカテゴリ【10】より「福
祉職員と連携ができる」ことが示されたが、
課題のカテゴリ [10] [11] より「福祉職員と意
思疎通や連携が困難」である点が示されてい
ることからも、看護職員配置施設の福祉職員
と看護職員の専門職種間の協働実践の現状と
課題について今後、明らかにしながら、協働
実践に向けた取り組みを行うことも重要であ
ると考える。

⑦福祉職員に対する保健、医療、看護の教
育に関する対照的な強みと課題として、強み
のカテゴリ【11】より「福祉職員に対する保
健、医療、看護の教育ができる」ことが示さ

れたが、課題のカテゴリ [12] [13] [14] より「福
祉職員に対する医学知識や医療的ケアの教育
やリスクマネジメントに苦慮する」点も示さ
れた。

⑧医療的ケアに関する対照的な強みと課題
として、強みのカテゴリ【12】【13】より「服
薬管理、服薬介助などの医療的ケアをサポー
トすることができる」ことが示されたが、課
題のカテゴリ [15] [16] より「服薬管理や医療
的ケアに苦慮している」点も示された。

⑨医師や医療機関との連携に関する対照的
な強みと課題として、強みのカテゴリ【14】

【15】より「医師や医療機関と連携ができる」
ことが示されたが、課題のカテゴリ [17] よ
り「障害児に対応できる医師が不足している」
点も示された。

⑩医療や看護の必要性や対応の判断に関す
る対照的な強みと課題として、強みのカテゴ
リ【16】より「看護職員の複数人員により看
護職員間の連携ができる」ことが示されたが、
課題のカテゴリ [18] [19] より「医療や看護の
必要性の相談や判断に苦慮する」点も示され
た。

Ⅵ . 結論
以上から、知的障害児を対象とした福祉型障害

児入所施設の看護職員配置施設の看護職員の人員
配置やその役割、実践の現状と課題について、以
下ように示唆された。
１．看護職員配置施設における看護職員の就業

形態別の特徴が明らかにされた。
２．看護職員配置施設における看護職員の年代

別の特徴、職種、就業形態別の割合が明ら
かにされた。

３．今後、10 年後の看護職員の確保が深刻な状
況に陥る可能性があり、看護職員の人員の
確保が必要であることが明らかにされた。

４．看護職員配置施設の看護職員の主な看護内
容の特徴が明らかにされた。

５．看護職員の人員配置は、知的障害児に対す
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る QOL をより高め、看護職員の専門業務
を可能とするために、２人以上の常勤看護
職員の配置が望ましい。

７．強みや課題について、前者 17 カテゴリ、
後者 24 カテゴリが形成された。また、強
みと課題が対照している 10 の特徴につい
て示唆を得た。

Ⅶ . 研究の限界と課題
本研究では、全国の知的障害児を対象とした福

祉型障害児入所施設に所属する看護師や保健師な
どの看護職員の統括者を対象として看護職員の実
践の現状と課題について看護職員の実態調査を実
施した。そのため、看護職員ひとり一人の看護職
員の実態について反映することに限界がみられ
た。
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